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男女共同参画に関する市民意識調査報告書 概要版 

（令和３年度） 

調査の目的 

本調査は、市民の男女共同参画に関する意識や実態を把握し、「第４次さいたま市男女共同参

画のまちづくりプラン」の改訂及び今後の市の男女共同参画施策の推進に反映させることを目的

として実施したものです。 

調査の方法 

（１）調査の対象：さいたま市在住の 18 歳以上、5,000 人を無作為抽出（うち外国人 102 人） 

（２）調査期間：令和３年８月２日から令和３年８月 23 日 

（注記）令和３年９月 10 日回収分までを結果に反映しています。 

（３）調査方法：郵送による配布・回収 

回収結果 

配 布 数 有効回答数 有効回答率 

市 民 5,000 通 1,846 通 36.9％ 

男 性 2,516 通 761 通 30.2％ 

女 性 2,484 通 1,015 通 40.9％ 

性別無回答  70 通 － 

調査結果の表示方法 

・回答は各質問の回答者数を基数とした百分率（％）で示してあります。また、小数点以下第

２位を四捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合があります。 

・複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見方

になるため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。 

・クロス集計の場合、無回答を排除しているため、クロス集計の有効回答数の合計と単純集計

（全体）の有効回答数が合致しないことがあります。なお、クロス集計とは、複数項目の組

み合わせで分類した集計のことで、複数の質問項目を交差して並べ、表やグラフを作成する

ことにより、その相互の関係を明らかにするための集計方法です。 
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１ 男女平等に関する意識について 

（１）「男女共同参画社会」という言葉の認知度 

「男女共同参画社会」という言葉の認知度は、「内容を知っている」が 31.5％、「聞いたことは

あるが、内容は知らない」が 42.5％、「知らない」が 25.4％となっている。 

過去の調査結果と比較すると、平成 28 年度から令和３年で「内容を知っている」の割合が減

少している。 

（２）「男は仕事、女は家庭」という男女の役割分担意識 

「男は仕事、女は家庭」という男女の役割分担の考え方に『賛成（計）』が 18.9％、『反対（計）』

が 71.8％で、『反対（計）』が７割を占めている。 

性別でみると、『賛成（計）』は、男性が 24.7％と女性（14.6％）を約 10 ポイント上回ってい

る。 

過去の調査結果と比較すると、『賛成（計）』が減少し、『反対（計）』が増加する傾向にある。 

（注記） 

・『賛成（計）』は、「賛成」「どちらかといえば賛成」の合計 

・『反対（計）』は、「反対」「どちらかといえば反対」の合計

回答者数 = 

さいたま市
【R３年度】

1,846

さいたま市
【H28年度】

1,978

さいたま市
【H23年度】

2,162

31.5

41.9

24.5

42.5

24.6

47.1

25.4

32.0

26.8

0.6

1.6

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内容を知っている

知らない

聞いたことはあるが、内容は知らない

無回答

回答者数 = （計） （計）

さいたま市
【R３年度】

1,846 18.9 71.8

さいたま市
【H28年度】

1,978 31.7 57.5

さいたま市

【H23年度】
2,162 38.2 49.4

さいたま市
【R３年度】

761 24.7 65.6

さいたま市
【H28年度】

761 38.4 50.6

さいたま市
【H23年度】

811 41.7 45.6

さいたま市
【R３年度】

1,015 14.6 77.1

さいたま市
【H28年度】

1,125 26.8 62.8

さいたま市
【H23年度】

1,064 34.4 54.2

《

女

性

》

賛

成

反

対

《

全

体

》

《

男

性

》

2.3

3.8

5.7

7.5

5.7

8.0

1.3

2.8

3.4

16.6

27.9

32.5

27.5

32.7

33.7

13.3

24.0

31.0

34.2

31.9

27.6

36.6

27.9

23.7

35.7

35.0

31.8

37.6

25.6

21.8

23.2

22.7

21.9

41.4

27.8

22.4

7.8

9.5

9.1

5.2

10.0

10.0

6.6

9.3

8.0

1.4

1.4

3.3

0.7

1.1

2.7

1.8

1.1

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

賛成

反対

どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対

わからない 無回答
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（３）各分野における男女の地位の平等感 

各分野における男女の地位は、８項目中６項目で『男性の方が優遇されている（計）』が５割を

超えている。特に「政治の場」（85.9％）、「社会通念や慣習など」（74.9％）、「社会全体」（74.4％）

などは『男性の方が優遇されている（計）』が７割を超え、高くなっている。 

一方、「学校教育の場」は「平等」（57.4％）が５割を超えている。 

（注記） 

・『男性の方が優遇されている（計）』は、「男性の方が非常に優遇されている」「どちらかといえば、男性の方が優遇されている」の合計 

・『女性の方が優遇されている（計）』は、「どちらかといえば、女性の方が優遇されている」「女性の方が非常に優遇されている」の合計 

回答者数 = 1,846

ア．家庭生活の場

イ．学校教育の場

ウ．職場

エ．政治の場

オ．地域活動の場

カ．社会通念や慣習
     など

キ．法律や制度上

ク．社会全体

9.4

3.1

18.4

50.5

10.8

22.7

16.3

16.4

44.8

20.3

48.2

35.4

34.5

52.2

37.7

58.0

26.8

57.4

18.5

5.7

29.1

10.9

26.0

10.7

8.2

3.1

5.3

0.8

3.6

1.9

3.3

3.4

1.2

0.5

1.1

0.2

0.5

0.6

0.9

0.8

8.2

14.4

7.5

6.4

19.7

10.4

14.7

10.0

1.4

1.2

1.1

1.0

1.9

1.4

1.2

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100% （計） （計）

54.2 9.4

23.4 3.6

66.6 6.4

85.9 1.0

45.3 4.1

74.9 2.5

54.0 4.2

74.4 4.2

男
性
の

方
が

優
遇
さ

れ
て
い
る

女
性
の

方
が

優
遇
さ

れ
て
い
る

男性の方が非常に優遇されている

平等

女性の方が非常に優遇されている

無回答

どちらかといえば、男性の方が優遇されている

どちらかといえば、女性の方が優遇されている

わからない



4 

２ 家庭生活について 

（１）家庭生活における役割分担 

家庭生活における役割分担の中で、『炊事・洗濯・掃除などの家事』については女性の約７割が

「主に自分で担っている」と回答したのに対し、男性は約１割にとどまっている。「主に自分で担

っている」と回答した割合は『育児や子どものしつけ』『子どもの学校行事への参加』『親や家族

の介護』『家計の管理』についても女性が男性を大きく上回っており、『自治会などの地域活動』

についても女性が男性を 10 ポイント以上上回っている。一方、生活費の確保については、男性

の６割半ばが「主に自分で担っている」と回答したのに対し、女性は２割弱となっている。また、

『高額な商品や土地』『家屋の購入の決定、貯蓄・投資』などの生活設計についても男性が女性を

上回っている。 

回答者数 =

男  性 761

女  性 1,015

男  性 761

女  性 1,015

男  性 761

女  性 1,015

男  性 761

女  性 1,015

男  性 761

女  性 1,015

男  性 761

女  性 1,015

男  性 761

女  性 1,015

男  性 761

女  性 1,015

男  性 761

女  性 1,015

カ．生活費の確保

キ．家計の管理

ク．高額な商品や土地、
     家屋の購入の決定

ケ．貯蓄・投資などの
     生活設計

ア．炊事・洗濯・掃除
     などの家事

イ．育児や子どものしつけ

ウ．親や家族の介護

エ．自治会などの地域活動

オ．子どもの学校行事
     への参加

13.5

72.7

2.0

46.8

5.3

26.9

23.4

36.8

2.9

50.4

66.5

17.6

26.4

51.0

32.6

12.2

36.0

30.2

18.8

14.5

20.5

16.8

14.8

12.9

17.5

16.0

13.9

7.8

20.5

19.7

19.2

23.1

49.7

41.9

35.0

33.0

54.7

1.7

37.6

0.4

12.0

1.1

21.6

10.8

36.7

1.0

3.3

50.5

42.4

14.4

3.8

27.8

15.2

21.0

7.5

4.1

2.8

1.8

2.6

2.8

5.1

4.1

2.6

1.6

3.4

4.5

5.7

4.2

2.9

4.4

3.2

3.2

0.3

0.2

2.5

2.5

0.9

0.4

0.3

0.2

0.1

0.1

0.1

0.3

4.2

4.9

35.5

31.6

61.0

50.7

29.8

29.3

41.8

36.6

5.1

5.4

4.6

4.9

9.5

11.5

9.3

10.4

1.1

1.9

1.7

2.6

1.8

3.2

1.7

2.6

2.1

2.7

1.2

1.9

1.7

2.2

1.4

2.1

1.2

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主に自分 自分と配偶者（パートナー）が同じくらい

主に配偶者（パートナー） 主に配偶者（パートナー）以外の家族

家族以外の人に依頼 あてはまらない

無回答
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３ 就業について 

（１）女性が職業をもつことに対する考え方 

女性が職業をもつことに対する考え方については、「結婚や出産にかかわらず、ずっと職業を

続ける方がよい」の割合が 50.1％と最も高く、次いで「子どもができたら職業をやめ、大きくな

ったらパートタイムの職業をもつ方がよい」（14.8％）、「子どもができたら職業をやめ、大きくな

ったらフルタイムの職業をもつ方がよい」（11.5％）となっている。 

過去の調査と比較すると、「結婚や出産にかかわらず、ずっと職業を続ける方がよい」の割合が

増加傾向にある。 

（注記） 

・平成 28 年度調査、平成 23 年度調査、全国調査は「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら職業をもつ方がよい」をフルタイ

ムと、パートタイムに分けていない。そのため、上記の図表では、フルタイムに相当させ表示している。 

（２）管理職（課長相当職以上）への昇格の希望 

管理職（課長相当職以上）への昇格の希望については、「希望しない」の割合が 48.5％と最も

高く、次いで「既に管理職である」（17.8％）、「希望する」（13.5％）となっている。 

性別でみると、「希望する」の割合は男性が 19.7％と女性（7.8％）を約 10 ポイント上回って

いる。また、「希望する」と「既に管理職である」を合わせた割合は男性が 47.4％、女性が 16.4％

となっている。 

回答者数 = （計）

全  体 1,228 31.3

男性 589 47.4

女性 638 16.4

「

希
望
す
る

」
と

「

既
に
管
理
職
で
あ
る

」

13.5

19.7

7.8

48.5

32.8

63.0

17.8

27.7

8.6

9.0

9.5

8.5

11.2

10.4

12.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性は職業をもたない方がよい

子どもができるまでは、職業をもつ方がよい

子どもができたら職業をやめ、大きくなったら

フルタイムの職業をもつ方がよい

その他

結婚するまでは職業をもつ方がよい

結婚や出産にかかわらず、ずっと職業を続ける方がよい

子どもができたら職業をやめ、大きくなったら

パートタイムの職業をもつ方がよい

わからない

無回答

回答者数 =

さいたま市
【R３年度】

1,846

さいたま市
【H28年度】

2,162

さいたま市
【H23年度】

3,059

0.3

0.4

1.0

2.0

2.6

4.1

4.4

6.0

7.2

50.1

37.7

30.3

11.5

39.6

43.9

14.8 11.1

7.9

6.1

3.7

4.7

5.8

2.2

1.1

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望する 希望しない 既に管理職である わからない 無回答
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（３）昇格を希望しない理由

昇格を希望しない理由については、「ワーク・ライフ・バランスが保てない」と回答した人の割

合が 49.0％と最も高く、次いで「管理職の仕事にやりがいや魅力を感じない」（40.1％）、「自分

には務まらない」（30.9％）となっている。 

（４）男性の育児・介護休業等取得に対する考え方 

男性の育児・介護休業等取得に対する考え方の中で、すべての項目で「積極的に取得した方が

良い」の割合が５割を超えており、他を大きく上回っている。 

・『取得した方が良い（計）』は、「積極的に取得した方が良い」「どちらかといえば、取得した方が良い」の合計 

・『取得しない方が良い（計）』は、「どちらかといえば取得しない方がよい」「取得しない方がよい」の合計

回答者数 = 596 ％

ワーク・ライフ・バランスが保
てない

管理職の仕事にやりがいや魅

力を感じない

自分には務まらない

責任が重くなる

長く会社に在籍するつもりが
ない

その他

無回答

49.0

40.1

30.9

27.5

13.3

15.4

1.2

0 20 40 60 80 100

積極的に取得した方が良い どちらかといえば、取得した方が良い

どちらかといえば取得しない方が良い 取得しない方が良い

わからない 無回答

（計） （計）

87.8 5.7

89.9 3.9

89.0 4.5

91.1 3.4

取
得
し

た
ほ
う
が

良
い

取
得
し

な
い
方
が

良
い

回答者数 = 1846

ア．育児休業

イ．介護休業

ウ．子の看護休暇

エ．介護休暇

57.4

61.2

59.6

62.5

30.4

28.7

29.4

28.6

4.4

3.2

3.3

2.7

1.3

0.7

1.2

0.7

3.9

3.8

3.7

3.0

2.5

2.4

2.8

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（５）育児休業、介護休業等の取得状況 

育児休業、介護休業等の取得状況について、「機会があれば取得しようと思う」の割合は『育児

休業』で 38.1％、『介護休業』で 59.7％となっており、「機会があっても取得するつもりはない」

の割合は『育児休業』、『介護休業』ともに１割を下回っている。 

『育児休業』について、性別でみると、男性（10.8％）は「機会があっても取得するつもりは

ない」の割合が高く、女性に比べ 7.4 ポイント高くなっている。 

『介護休業』について、性別でみると、男性（9.5％）は「機会があっても取得するつもりはな

い」の割合が高く、女性に比べ 6.2 ポイント高くなっている。 

４ 社会参画について 

（１）今後増えてほしい女性の職業や役職（上位５位） 

今後増えてほしい女性の職業や役職としては、「国会・県議会・市町村議会等の議員」と回答し

た人の割合が 66.3％と最も高く、次いで「都道府県知事、市町村長」（53.6％）、「企業の管理職」

（50.1％）となっている。 

自身が取得した経験がある

機会はあったが取得の必要性を感じなかった

制度を知らなかった又は制度ができる前に機会があった

機会があっても取得するつもりはない

機会があり必要性を感じたが取得できなかった

自身は取得していないが配偶者・パートナーが取得した経験がある

機会があれば取得しようと思う

無回答

回答者数 =

全　体 1,846

男　性 761

女　性 1,015

全　体 1,846

男　性 761

女　性 1,015

ア．育児休業

イ．介護休業

8.8

3.4

12.9

1.5

1.4

1.6

6.9

9.5

5.3

4.6

4.6

4.7

6.1

8.1

4.5

4.2

5.3

3.3

3.8

7.6

1.1

0.5

0.9

0.1

14.0

15.1

13.0

9.2

10.5

8.2

38.1

34.3

40.6

59.7

57.6

61.7

6.5

10.8

3.4

6.0

9.5

3.3

15.8

11.2

19.1

14.4

10.2

17.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 1,846 ％

国会・県議会・市町村議会等
の議員

都道府県知事、市町村長

企業の管理職

弁護士、医師などの専門職

国家公務員・地方公務員の
管理職

66.3

53.6

50.1

45.7

43.5

0 20 40 60 80 100
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（２）女性リーダーの増加による影響（上位５位） 

女性リーダーの増加による影響とし

ては、「男女問わず優秀な人材が活躍で

きるようになる」と回答した人の割合

が 70.4％と最も高く、次いで「多様な

視点が加わることにより、新たな価値

や商品・サービスが創造される」

（64.1％）、「女性の声が反映されやす

くなる」（57.4％）となっている。 

（３）女性の政策・方針決定の場への参画が少ない理由（上位５位） 

女性の政策・方針決定の場への参画

が少ない理由としては、「男性優位の組

織運営であるから」と回答した人の割

合が 67.2％と最も高く、次いで「子育

て・介護の支援などの公的サービスが

十分でないから」（47.9％）、「性別によ

る役割分担や性差別の意識があるから」

（47.2％）となっている。 

（４）地域の防災（災害時の避難所運営）について必要なこと（上位５位） 

地域の防災（災害時の避難所運営）

について必要なこととしては、「男女別

のトイレ、更衣室、物干し場の設置」

と回答した人の割合が 74.1％と最も

高く、次いで「乳幼児連れや女性単身、

女性だけの世帯についてプライバシー

や安全・安心の確保」（65.5％）、「妊婦

への特別な配慮」（53.1％）となってい

る。 

回答者数 = 1,846 ％

男女問わず優秀な人材が活
躍できるようになる

多様な視点が加わることによ
り、新たな価値や商品・サー
ビスが創造される

女性の声が反映されやすくな
る

男女問わず仕事と家庭の両
方を優先しやすい社会になる

人材・労働力の確保につなが
り、社会全体に
活力を与えることができる

70.4

64.1

57.4

47.9

36.7

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,846 ％

男性優位の組織運営である
から

子育て・介護の支援などの公
的サービスが十分でないから

性別による役割分担や性差
別の意識があるから

女性の参画を積極的に進め
ようと意識している人が少な
いから

家庭の支援・協力が得られな
いから

67.2

47.9

47.2

38.9

32.3

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,846 ％

男女別のトイレ、更衣室、物
干し場の設置

乳幼児連れや女性単身、女
性だけの世帯についてプライ
バシーや安全・安心の確保

妊婦への特別な配慮

女性のニーズに沿った物資
の供給

女性医師・保健師や女性相
談員による悩み相談

74.1

65.5

53.1

50.3

47.7

0 20 40 60 80 100



9 

５ ハラスメントについて 

（１）セクシュアル・ハラスメントの経験 

セクシュアル・ハラスメントの経験については、「自分が受けたことがある」の割合は、『職場』

で 13.3％と高くなっている。また、「自分が受けたことがある」「自分の周りの女性に受けた人が

いる」「自分の周りの男性に受けた人がいる」をあわせた“セクシュアル・ハラスメントの経験が

ある”の割合は、『職場』では 33.6％、『学校』で 13.5％にのぼっている。 

（２）「マタニティ・ハラスメント」「パタニティ・ハラスメント」の経験 

マタニティ・ハラスメントの経験では、「自分の周りには受けた人はいないと思う」の割合が

48.1％と最も高く、次いで「わからない」（36.4％）となっている。 

パタニティ・ハラスメントの経験では、「自分の周りには受けた人はいないと思う」の割合が

46.6％と最も高く、次いで「わからない」（43.4％）となっている。 

自分が受けたことがある 自分の周りの女性に受けた人がいる

自分の周りの男性に受けた人がいる 自分の周りには受けた人はいないと思う

わからない 無回答

回答者数 = 1,846

ア．職場で

イ．学校で

ウ．地域活動で

エ．就職活動で

13.3

4.2

1.5

2.2

16.1

7.6

2.9

4.6

4.2

1.7

0.9

0.7

36.7

38.6

39.2

39.2

24.1

40.7

49.1

46.3

5.7

7.2

6.3

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 1,846

ア．マタニティ・ハラスメント

イ．パタニティ・ハラスメント

2.9

0.7

6.8

2.2

48.1

46.6

36.4

43.4

5.8

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分が受けたことがある 自分の周りに受けた人がいる

自分の周りには受けた人はいないと思う わからない

無回答
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（３）女性の人権への意識（上位５位） 

女性の人権への意識については、「痴漢行為や強制わいせつ等の性犯罪」と回答した人の割合

が 54.5％と最も高く、次いで「昇給・昇進・給与の格差など職場における男女の待遇の違い」

（48.5％）、「男女の固定的な役割分担意識（「男は仕事」、「女は家庭」など）」（47.2％）となって

いる。 

６ 新型コロナウイルス感染症の影響について 

（１）新型コロナウイルス感染による生活や行動への影響 

新型コロナウイルス感染による生活や行動への影響について、性別でみると、男性に比べ、女

性で「友達に会えなくなった」「食事の支度や掃除などの家事負担が増えた」「学校が休みになっ

た時、子どもの世話が増えた」の割合が高く、男性で「特に変化したことはない」の割合が高く

なっている。 

回答者数 = 1,846 ％

痴漢行為や強制わいせつ等
の性犯罪

昇給・昇進・給与の格差など
職場における男女の待遇の
違い
男女の固定的な役割分担意
識（「男は仕事」、「女は家
庭」など）

セクシュアル・ハラスメント

マタニティ・ハラスメント

54.5

48.5

47.2

43.4

42.7

0 20 40 60 80 100

％

友達に会えなくなった

やりたいことができなくなった

収入が減った

食事の支度や掃除などの家
事負担が増えた

生活のリズムが不規則に
なった

学校が休みになった時、子ど
もの世話が増えた

ささいなことでパートナーとケ
ンカをするようになった

子どもを叱ることが増えた

パートナーからＤＶ・ハラスメ
ントを受けるようになった

特に変化したことはない

その他

無回答

59.3

55.2

16.0

7.6

12.6

4.3

3.7

1.2

0.1

13.0

6.6

1.3

78.0

57.5

16.7

20.7

9.7

13.8

5.5

4.2

0.4

6.8

6.5

1.2

0 20 40 60 80 100

男 性（回答者数 = 761）

女 性（回答者数 = 1,015）
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７ 性について 

（１）「ＬＧＢＴＱ（性的少数者を表す総称の一つ）」という言葉の認知度 

「ＬＧＢＴＱ」の認知度については、「内容を知っている」の割合が 62.8％と最も高く、次い

で「聞いたことはあるが、内容は知らない」（21.7％）、「知らない」（14.5％）となっている。」 

過去の調査と比較すると、「内容を知っている」の割合が大幅に増加している。 

（２）性的少数者であることについての悩みの有無 

性的少数者であることについての悩みは、「特にない」（29.6％）を除くと、「老後の生活に不安

があること」と回答した人の割合が 33.3％と最も高く、次いで、「性的少数者を差別する言動を

見聞きすること」（25.9％）となっている。 

内容を知っている

知らない

聞いたことはあるが、内容は知らない

無回答

回答者数 = 27 ％

老後の生活に不安があること

性的少数者を差別する言動を見聞きすること

性的少数者であることを理由に差別的な言動
やいじめ・ハラスメント・暴力を受けること
同性パートナーが遺族年金や扶養控除、
手当などを受けられないこと

将来の生活プランを描けないこと

アウティング（性的少数者本人の了解なしに
他人に暴露してしまうこと）されること
同性パートナーを公的に認証する制度がない、
または不十分なこと
学校で性的少数者に関する授業がない、
あるいは十分でないこと

家族に理解してもらえないこと

誰に相談したらよいか分からないこと

服装・整容（髪形など）規定が性的少数者に
配慮されていないこと
行政窓口で性的少数者への配慮が足りない
こと
就職の際の面接等で差別やハラスメントを
受けること
医療・福祉・住まい（賃貸）の面で性的少数者
に配慮した対応がなされないこと
更衣室、トイレなど男女区別のある施設が
利用しづらいこと
入学試験の面接等で差別やハラスメントを
受けること

他の性的少数者と交流する機会がないこと

通称名の使用が認められないこと

外国籍の同性パートナーの在留資格が
申請しにくいこと

冠婚葬祭などの出席を断られること

その他

特にない

無回答

33.3

25.9

22.2

22.2

22.2

22.2

22.2

22.2

18.5

18.5

18.5

14.8

14.8

11.1

7.4

7.4

7.4

7.4

3.7

0.0

7.4

29.6

7.4

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 

さいたま市
【R３年度】

1,846

さいたま市
【H28年度】

1,978

62.8

32.0

21.7

10.8

14.5

53.9

1.0

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（注記）『LGBTQ』については、

平成 28年度調査では『LGBT』

となっている。 
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８ 教育について 

（１）学校での男女平等教育の意識 

学校での男女平等教育で重要なことについては、「学習や指導の場で男女平等意識を育ててい

く」と回答した人の割合が 58.6％と最も高く、次いで「生徒指導や進路指導において男女の区別

なく能力や個性を生かせるようにする」（56.2％）、「男女が互いの性を理解するための教育を充

実する」（49.6％）となっている。 

回答者数 = 1,846 ％

学習や指導の場で男女平等意識を育てていく

生徒指導や進路指導において男女の区別なく
能力や個性を生かせるようにする

男女が互いの性を理解するための教育を充実
する

性の多様性について正しく理解するための教育
を充実する

働くことの意味や多様な働き方などについての
学習や職場体験を行う

学校生活の中で児童・生徒の男女による役割
分担をなくす

教職員への男女平等に関する研修等を充実す
る

校長・副校長などに女性を積極的に登用する

若年層における交際相手からの暴力（デート
DV）を防止するための教育を充実する

制服や整列などを男女で分ける習慣をなくす

男女別名簿に代えて、男女混合名簿にする

ＰＴＡなどを通じ、男女平等教育の理解と協力を
深める

その他

特に必要ない

無回答

58.6

56.2

49.6

47.9

43.1

38.1

35.4

31.0

29.1

22.5

19.7

13.4

2.3

3.3

2.9

0 20 40 60 80 100
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９ 市の男女共同参画の推進に関する施策について 

（１）市の施策や制度の認知度 

市が行っている７つの男女共同参画推進施策や制度に関する言葉について、いずれも「知って

いる」の割合は数パーセントとなっている。一方、「知らない」の割合は、『第４次さいたま市男女共

同参画のまちづくりプラン』『第３次さいたま市ＤＶ防止基本計画』『さいたま市男女共同参画苦

情処理制度』『パートナーシップさいたま広報紙「鐘の音」』で特に高く、８割を超えている。 

（２）男女共同参画推進センターに期待すること 

男女共同参画推進センターに期待することについては、「女性相談窓口の充実」と回答した人

の割合が 27.9％と最も高く、次いで「男女共同参画に関する情報の収集・提供」（26.2％）、「就

職講座や起業講座などによる女性の就業支援」（22.6％）となっている。 

内容を知っている

知らない

聞いたことはあるが、内容は知らない

無回答

回答者数 = 1,846

ア．さいたま市男女共同参画のまちづくり条例

イ．第４次さいたま市男女共同参画の

    まちづくりプラン

ウ．第３次さいたま市ＤＶ防止基本計画

エ．さいたま市男女共同参画苦情処理制度

オ．さいたま市男女共同参画推進センター

    （パートナーシップさいたま、男女共同参画相談室）

カ．パートナーシップさいたま広報誌「鐘の音」

キ．さいたま市男女共同参画社会情報誌

     「Ｙｏｕ＆Ｍｅ～夢～」

2.7

1.1

1.0

1.0

3.6

1.8

4.2

27.2

13.5

9.9

9.0

20.4

11.5

15.1

68.5

83.7

87.2

87.6

74.2

85.0

79.2

1.6

1.6

2.0

2.4

1.8

1.6

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 1,846 ％

女性相談窓口の充実

男女共同参画に関する情報
の収集・提供

就職講座や起業講座などに
よる女性の就業支援

性的少数者相談窓口の充実

自主的な学習活動・ＮＰＯ・
ボランティアの活動支援

男性相談窓口の充実

講座・講演会などの企画・開
催

男女共同参画に関する問題
の調査・研究の充実

男女共同参画リーダーの育
成

わからない

その他

無回答

27.9

26.2

22.6

20.9

17.2

16.3

16.3

14.8

13.8

32.5

2.0

3.4

0 20 40 60 80 100
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10 配偶者などからの暴力について 

（１）暴力として認知される行為 

配偶者などに対して行われた行為で暴力にあたる行為は、『体を傷つける可能性のあるもので

なぐる』『刃物などを突きつけて、おどす』は「どんな場合でも暴力にあたると思う」の割合が９

割を超え、『平手で打つ、足でける』『いやがっているのに性的な行為を強要する』『必要な生活費

を渡さないなど、経済的に弱い立場に立たせる』なども８割を超えている。一方、『大声でどな

る』『何を言っても長時間無視し続ける』は「暴力にあたる場合も、そうでない場合もあると思

う」の割合が約５割となっている。 

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力にあたるとは思わない

暴力にあたる場合も、そうでない場合もあると思う

無回答

回答者数 = 1,846

ア．平手で打つ、足でける

イ．体を傷つける可能性の
     あるものでなぐる

ウ．なぐるふりをして、おどす

エ．刃物などを突きつけて、
     おどす

オ．大声でどなる

カ．何を言っても長時間
     無視し続ける

キ．交友関係や電話、メール、
     郵便物を細かく監視する

ク．「誰のおかげで生活できる
    んだ」、「かいしょうなし」
    などと非難する

ケ．いやがっているのに
     性的な行為を強要する

コ．見たがらない、ポルノビデオ
    や雑誌を見せる

サ．必要な生活費を渡さない
     など、経済的に弱い立場に
     立たせる

83.3

94.7

70.7

94.6

54.1

51.6

63.1

75.0

87.1

79.6

83.1

13.2

2.4

24.5

2.5

39.9

37.5

26.9

19.5

9.3

15.1

11.5

0.9

0.4

2.1

0.5

3.4

8.0

7.4

3.0

1.1

2.7

2.9

2.5

2.5

2.7

2.4

2.7

2.9

2.6

2.5

2.5

2.7

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（２）配偶者などからの被害経験 

配偶者などからの被害経験を性別でみると、すべての項目で、男性に比べ、女性で「何度もあ

る」「1 、２度ある」の割合が高くなっている。 

（３）暴力を受けた際に感じた命の危機 

配偶者などからの暴力を受けた際に感じた命の危機感を性別でみると、男性に比べ、女性で「感

じたことがある」の割合が高くなっている。 

回答者数 =

男  性 628

女  性 855

男  性 628

女  性 855

男  性 628

女  性 855

男  性 628

女  性 855

男  性 628

女  性 855

ア．なぐられたり、けられたり、物を投げ
     つけられたり、突き飛ばされたりする
     などの身体に対する暴行を受けた

イ．人格を否定するような暴言を言われ
     たり、交友関係を細かく監視されたり
     した

ウ．自分や家族に危害が加えられる
     のではないかと恐怖を感じるような
     脅しを受けた

エ．いやがっているのに性的な行為を
     強要された

オ．必要な生活費を渡さないなど、経済
　　 的に弱い立場に立たせられた

3.0

3.7

4.3

6.9

0.5

2.8

0.5

3.2

0.6

3.9

8.8

9.7

11.6

12.4

2.9

4.6

1.6

9.0

1.9

4.1

82.6

82.0

78.7

76.1

91.1

88.1

92.2

83.4

91.6

87.4

5.6

4.6

5.4

4.6

5.6

4.6

5.7

4.4

5.9

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

何度もある 1 、２度ある まったくない 無回答

回答者数 =

全　体 358

男　性 362

女　性 374

14.0

7.0

18.0

75.4

81.4

72.4

10.6

11.6

9.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

感じたことがある 感じたことはない 無回答
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（４）暴力を受けた際の子どもの目撃の有無 

配偶者などからの暴力を受けた際、その暴力の子どもの目撃の有無は「目撃していない」の割

合が 39.9％と最も高く、次いで「目撃していた」（28.0％）、「目撃していたかどうかはわからな

い」（14.2％）となっている。 

11 交際相手からの暴力について 

（１）10 代、20 代中の交際相手から受けた行為 

10 代、20 代中の交際相手から受けた行為について性別で見ると、すべての項目で、男性に比

べ、女性で「10 代にあった」「20 代にあった」の割合がやや高く、「両方ともあった」についても

「お金を貸しても返してもらえない、いつもおごらされることがあった」を除き、同様となって

いる。 

１０代にあった ２０代にあった 両方ともあった まったくない 無回答

回答者数 =

296 28.0 14.2 39.9 17.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

目撃していた 目撃していたかどうかはわからない

目撃していない 無回答

回答者数 =

男  性 507

女  性 730

男  性 507

女  性 730

男  性 507

女  性 730

男  性 507

女  性 730

男  性 507

女  性 730

ア　なぐられたり、けられたり、物を投げつ
　　けられたり、突き飛ばされたりするな
　　どの身体に対する暴行を受けた

ウ　自分や家族に危害が加えられるの
　　 ではないかと恐怖を感じるような脅し
　　 を受けた

エ　いやがっているのに、性的な行為を
　　強要された

オ　お金を貸しても返してもらえない、い
　　 つもおごらされることがあった

イ　人格を否定するような暴言を言われ
　　たり、交友関係を細かく監視されたり
　　した

0.4

2.6

0.6

4.4

2.1

2.9

0.4

1.2

2.0

5.5

3.6

6.6

1.0

3.0

0.4

5.6

1.8

5.6

0.4

1.4

1.4

2.1

0.6

0.8

0.4

1.0

1.8

0.8

96.8

90.3

94.1

86.6

98.2

93.8

98.4

90.0

95.5

91.8

0.4

0.3

0.4

0.4

0.2

0.3

0.8

0.5

0.6

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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